
 １　対象地区の現状

 ２　対象地区の課題

 ３ 対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

 ４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

参考様式４

板橋地区 地域農業マスタープラン（実質化された人・農地プラン）

市町村名 作成年月日 直近の更新年月日

1.90 ha

ha

 ⅰ うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

 ⅱ うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

ha

ha ②　アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

 ①　地区内の耕地面積 16.28

13.94

田野畑村 平成25年2月18日 平成28年3月28日

対象地区名（地区内の集落名）

板橋地区（板橋集落）

 ④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 0.00 ha

 （備考）

 ③　地区内における75歳以上の農業者の耕作面積の合計 1.90 ha

　離農者の農地を規模拡大意向の経営体が引き受けするなど集約が徐々に進んでいるが、耕作者の高齢化が
進むとともに、後継者も不足しており、今後、農地の維持管理が困難になることが見込まれるため、更なる中心経
営体への農地集積・集約が必要である。

　小規模農家については営農を継続して現状を維持することとし、耕作不可になった農地は中心経営体である認
定農業者１経営体への集約を進めていく。

（１） 今後の取組方針

　各農家が現状維持に努め、耕作不可になった農地は草地として中心経営体へ集約を進める。



 ５　今後の地域の中心となる経営体の状況

（１）　経営体数

（２）　農地の集積面積

ha

ha

5.29

5.29

集積面積

現状

今後

 人

注： 基本構想水準到達者とは、①～⑤以外の者で市町村基本構想で定める目標所得を上回っている者。

① 認定農業者

集積率

32 ％

32 ％

地域内の耕地面積

16.28 ha

16.28 ha

⑤ 他市町村の認定新規就農者

⑥ 基本構想水準到達者
 注）

⑦ 今後育成すべき農業者

法　人

 法人

 人  法人

 人1

 法人

 組織  法人

 人  法人

 人  法人

 法人

 人

個人・任意組合

② 認定新規就農者

③ 集落営農組織

④ 他市町村の認定農業者


